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付則 

 

国立市の都市景観は多様で個性的である。北には、計画的につくられた街

並みが、年輪を刻むにつれ風格を増しながら緑豊かに存在する。南には、多

摩川に至る河岸段丘、崖線、さらには田園地帯が、古くからの集落を包みな

がら展開する。それらはいずれも歴史を宿し、自然と和し、文化を育んでき

た。先人が培ってきたこうした都市景観を貴重な財産として継承し、保全し

ながら、さらにより魅力的なものへと発展させることは、現代に生きる人々

の喜びであり、使命でもある。 

市民、行政、事業者など、多くの人と組織の自覚と協力によって、都市景

観の形成が推進されるように、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、国立市の都市景観の形成に関する基本的事項を定める



ことにより、「文教都市くにたち」にふさわしく美しい都市景観を守り、

育て、つくることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 都市景観の形成 国立の自然的・歴史的特性を生かし、国立らし

い都市景観を守り、育て、つくることをいう。 

（２） 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号

に規定する建築物をいう。 

（３） 工作物 土地若しくは建築物に定着し、又は継続して設置される

物のうち建築物及び広告物以外のもので規則で定めるものをいう。 

（４） 広告物 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１

項に規定する屋外広告物をいう。 

（５） 建築物等 建築物及び工作物をいう。 

（６） 審議会 国立市まちづくり条例（平成２８年３月国立市条例第８

号）第５５条に規定する国立市まちづくり審議会をいう。 

（７） 市民等 市民と市内に所在する土地、建築物等及び木竹の所有権

を有する者をいう。 

（８） 事業者 市内で事業活動を行う事業所の責任者をいう。 

（９） 外来者 通勤、通学、買物その他の用で市内に滞在する者又は市

内を通過する者をいう。 

（市長の責務） 

第３条 市長は、この条例の目的を達成するために、都市景観に関する総合

的な施策の実施に努めなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する施策の実施に当たっては、市民等及び事業者の

意見が十分に反映されるように努めなければならない。 

３ 市長は、都市景観の形成を図るため、都市計画法（昭和４３年法律第１

００号）第１２条の５、建築基準法第４章及び国立市建築協定に関する条

例（昭和５９年９月国立市条例第２７号）に基づく制度その他都市景観の

形成に資する諸制度を活用するように努めなければならない。 

（先導的な役割） 

第４条 市長は、公共施設の整備を行うときは、都市景観の形成に先導的な



役割を果すように努めなければならない。 

（国等に対する協力要請） 

第５条 市長は、必要があると認めるときは、国若しくは他の地方公共団体

又はこれらが設立した団体（以下「国等」という。）に対して、都市景観

の形成について協力を要請しなければならない。 

（啓発等） 

第６条 市長は、市民等、事業者及び外来者の都市景観の形成に関する意識

の高揚を図るため、知識の普及その他必要な措置を講じなければならない。 

２ 市長は、都市景観の形成に関する調査、研究を行うとともに、都市景観

の形成に関する資料を収集し、市民等及び事業者へ提供するように努めな

ければならない。 

（市民等の責務） 

第７条 市民等は、自らが都市景観を形成する主体であることを認識し、互

いに協力して積極的に都市景観の形成に寄与するように努めなければなら

ない。 

２ 市民等は、市長が行う都市景観の形成に関する施策に協力しなければな

らない。 

（事業者の責務） 

第８条 事業者は、自らの責任において、積極的に都市景観の形成に寄与す

るように努めなければならない。 

２ 事業者は、市長が行う都市景観の形成に関する施策に協力しなければな

らない。 

第２章 都市景観の形成 

第１節 都市景観形成基本計画 

（都市景観形成基本計画の策定） 

第９条 市長は、都市景観の形成を総合的かつ計画的に進めるため、その基

本となるべき計画（以下「都市景観形成基本計画」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 市長は、都市景観形成基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、

審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 前項の規定は、都市景観形成基本計画を変更する場合について準用する。 

第２節 都市景観形成重点地区 



（都市景観形成重点地区の指定及び重点地区景観形成計画の策定） 

第１０条 市長は、都市景観形成基本計画の中で、都市景観形成上重要な地

域における景観形成の基本方針を定めなければならない。 

２ 市長は、重点的に都市景観の形成を図る必要があると認める地区を都市

景観形成重点地区（以下「重点地区」という。）として指定し、当該重点

地区の都市景観の形成を進めるための計画（以下「重点地区景観形成計画」

という。）を定めることができる。 

（景観形成協議会設立準備会） 

第１１条 都市景観形成基本計画に基づく重点地区の候補地の市民等及び事

業者は、当該地区における優れた都市景観の形成を図ることを目的として、

重点地区予定地区の設定及び景観形成協議会設立のための景観形成協議会

設立準備会（以下「準備会」という。）を結成することができる。 

２ 準備会の結成について必要な事項は、規則で定める。 

３ 市長は、準備会の届出があったときは、審議会に報告しなければならな

い。 

４ 市長は、準備会に対し、専門家の派遣若しくは技術的援助を行い、又は

その活動に要する費用の一部を助成することができる。 

５ 道路、公園及び緑地帯の公共空間における準備会の組織は、第１項の規

定にかかわらず規則で定める。 

（景観形成協議会） 

第１２条 準備会は、重点地区予定地区の市民等及び事業者による景観形成

協議会（以下「協議会」という。）を設立することができる。 

２ 前項の規定により協議会を設立するときは、規則で定めるところにより

市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、協議会を承認したときは、審議会に報告しなければならない。 

４ 市長は、関連する協議会の連絡の場を設け、調整を図らなければならな

い。 

５ 市長は、協議会に対し、専門家の派遣若しくは技術的援助を行い、又は

その活動に要する費用の一部を助成することができる。 

６ 道路、公園及び緑地帯の公共空間における協議会の組織は、第１項の規

定にかかわらず規則で定める。 

（重点地区景観形成計画の案） 



第１３条 協議会は、重点地区景観形成計画の案を作成し、市長に申請しな

ければならない。 

２ 重点地区景観形成計画の案は、都市景観形成基本計画に適合したもので

なければならない。 

３ 重点地区景観形成計画の案には、当該地区における都市景観の形成に関

する方針（以下「重点地区方針」という。）、重点地区景観形成基準（以

下「重点地区基準」という。）その他当該地区の都市景観の形成に関し必

要な事項を定める。 

４ 重点地区方針には、次の各号に掲げる事項のうち必要なものについて定

める。 

（１） 重点地区の特性を生かした景観形成の目標及び方針 

（２） その他重点地区方針として定めることが必要と認められる事項 

５ 重点地区基準には、次の各号に掲げる事項のうち必要なものについて定

める。 

（１） 建築物等の規模、敷地内における位置、形態、意匠、色彩、素材

及び敷地の緑化に関する事項 

（２） 広告物に関する事項 

（３） 土地の形質に関する事項 

（４） 土石類の採取に関する事項 

（５） 木竹の態様に関する事項 

（６） 屋外における物品の集積及び貯蔵に関する事項 

（７） その他重点地区基準として定めることが必要と認められる事項 

（重点地区の指定手続等） 

第１４条 市長は、前条第１項の申請があったときは、その旨を告示し、当

該申請に係る重点地区景観形成計画の案を当該告示の日から２週間公衆の

縦覧に供しなければならない。 

２ 市民等及び事業者は、前項の縦覧期間満了の日の翌日から起算して１週

間を経過する日までに、同項の規定により縦覧に供された重点地区景観形

成計画の案について、市長に意見書を提出することができる。 

３ 市長は、重点地区を指定し、かつ、重点地区景観形成計画の案を承認し

て、重点地区景観形成計画として定めるときは、あらかじめ、審議会の意

見を聴かなければならない。この場合において、審議会は、必要に応じて



市民等及び事業者の意見を聴くことができる。 

４ 市長は、重点地区を指定し、かつ、重点地区景観形成計画を定めたとき

は、その旨を告示しなければならない。 

５ 第１２条第２項、第１３条第１項及び前４項の規定は、重点地区の指定

の変更及び重点地区景観形成計画の変更について準用する。 

（行為の届出） 

第１５条 重点地区において、次の各号に掲げる行為を行おうとする者は、

当該行為のため必要とされる法令に基づく手続を行う前に、規則で定める

ところにより、あらかじめ、その内容を市長に届け出なければならない。 

（１） 建築物等の新築、増築、改築、移転、除去又は外観の大規模な修

繕、模様替え若しくは色彩の変更 

（２） 広告物の表示、移転若しくはその内容の変更又は広告物を掲出す

る物件の設置、改造、移転、修繕若しくは色彩の変更 

（３） 土地の形質の変更 

（４） 土石類の採取 

（５） 木竹の伐採 

（６） 屋外における物品の集積又は貯蔵 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる行為については適用しない。 

（１） 規則で定める通常の管理行為又は軽易な行為 

（２） 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

（３） 国等が行う行為であって、当該行為によって生じる景観の形成に

ついて市長と事前に協議を行う行為 

（重点地区基準の遵守） 

第１６条 前条第１項に規定する届出をしようとする者は、当該届出に係る

行為の内容が重点地区基準に適合し、かつ、都市景観の形成に寄与するも

のであることを明らかにしなければならない。 

（助言、指導及び勧告） 

第１７条 市長は、第１５条第１項の規定による届出があった場合において、

当該届出に係る行為が重点地区基準に適合しないと認めるときは、当該届

出をした者に対し、必要な措置を講ずるよう助言し、又は指導することが

できる。 

２ 市長は、前項の規定による指導を受けた者が当該指導に従わないときは、



当該指導に従うよう勧告することができる。 

（事実の公表） 

第１８条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従

わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、審議

会の意見を聴かなければならない。 

（既存の建築物等に関する助言及び指導） 

第１９条 市長は、重点地区における既存の建築物等又は広告物について当

該地区の景観形成上必要があると認めるときは、その所有者及び権原に基

づく占有者（以下「所有者等」という。）又は管理者に対し、必要な措置

を講ずるよう助言し、又は指導することができる。 

（都市景観整備事業の実施） 

第２０条 市長は、景観形成計画を実現するため、公共施設の整備その他都

市景観の形成に関する事業の実施に努めなければならない。 

第３節 重要景観資源 

（重要景観資源の指定及び指定の解除） 

第２１条 市長は、都市景観の形成上重要な価値があると認める建築物等そ

の他の物件又は木竹を重要景観資源として指定することができる。 

２ 市長は、前項の指定をしようとするときは、あらかじめ、重要景観資源

の所有者等の同意を得るとともに、審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、重要景観資源の指定をしたときは、これを告示するとともに、

規則で定めるところにより当該重要景観資源の所有者等に通知しなければ

ならない。 

４ 市長は、指定した重要景観資源が朽廃、滅失等により都市景観上の価値

を失ったとき、又は公益上の理由その他特別の理由があると認めるときは、

重要景観資源の指定を解除することができる。 

５ 市長は、前項の規定により指定を解除するときは、あらかじめ、審議会

の意見を聴かなければならない。 

６ 第３項の規定は、重要景観資源の指定を解除する場合について準用する。 

（現状変更等の届出） 

第２２条 指定された重要景観資源の所有者等は、当該重要景観資源の現状

を変更し、又は所有権その他の保有する権利を移転しようとするときは、



規則で定めるところにより、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（助言及び指導） 

第２３条 市長は、前条の規定による届出があった場合において、当該届出

に係る行為により重要景観資源の都市景観の形成上価値が損なわれると認

めるときは、当該届出をした者に対し、必要な措置を講ずるよう助言し、

又は指導することができる。 

（買取り） 

第２４条 市長は、重要景観資源の所有者等から市に対して買取りの申出が

あった場合において、重要景観資源の保存のために必要があると認めると

きは、当該申出に係る重要景観資源及びその土地を予算の範囲内で買い取

ることができる。 

第４節 大規模行為の景観形成 

（大規模行為景観形成基準） 

第２５条 市長は、重点地区の区域外における規則で定める大規模行為（以

下「大規模行為」という。）に係る景観の形成のための基準（以下「大規

模行為景観形成基準」という。）を定めなければならない。 

２ 大規模行為景観形成基準には、次の各号に掲げる事項のうち必要なもの

について定める。 

（１） 建築物等の規模、敷地内における位置、形態、意匠、色彩、素材

及び敷地の緑化に関する事項 

（２） 広告物に関する事項 

（３） 土地の形質に関する事項 

（４） 土石類の採取に関する事項 

（５） 屋外における物品の集積及び貯蔵に関する事項 

（６） その他都市景観の形成上必要と認める事項 

３ 市長は、大規模行為景観形成基準を定めようとするときは、あらかじめ、

審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、大規模行為景観形成基準を定めたときは、これを告示しなけれ

ばならない。 

５ 前２項の規定は、大規模行為景観形成基準を変更する場合について準用

する。 



（大規模行為の届出） 

第２６条 重点地区の区域外において大規模行為を行おうとする者は、当該

行為のため必要とされる法令に基づく手続を行う前に、規則で定めるとこ

ろにより、あらかじめ、その内容を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる行為については適用しない。 

（１） 規則で定める通常の管理行為又は軽易な行為 

（２） 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

（３） 国等が行う行為であって、当該行為によって生じる景観の形成に

ついて市長と事前に協議を行う行為 

（大規模行為景観形成基準の遵守） 

第２７条 前条第１項の規定により届出をしようとする者は、当該届出に係

る行為の内容が大規模行為景観形成基準に適合し、かつ、都市景観の形成

に寄与するものであることを明らかにしなければならない。 

（助言、指導及び勧告） 

第２８条 市長は、第２６条第１項の規定による届出があった場合において、

当該届出に係る行為が大規模行為景観形成基準に適合しないと認めるとき

は、当該届出をした者に対し、必要な措置を講ずるよう助言し、又は指導

することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導を受けた者が当該指導に従わないときは、

当該指導に従うよう勧告することができる。 

（事実の公表） 

第２９条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従

わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、審議

会の意見を聴かなければならない。 

（大規模開発事業に係る事前協議） 

第３０条 国立市まちづくり条例第２０条第１項に規定する大規模開発事業

に該当する大規模行為を行おうとする者は、規則で定める事項を記載した

当該大規模行為における景観に係る構想を提出して、あらかじめ市長と協

議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議は、第１５条第１項又は第２６条第１項の規定に

よる届出の前であって、かつ、大規模行為の計画の変更が可能な時期に行



うものとする。 

３ 第１項の規定による協議において、市長は、都市景観形成基本計画及び

重点地区基準又は大規模行為景観形成基準に基づき必要な助言をすること

ができる。 

４ 市長は、前項の助言をしようとするときは、審議会の意見を聴くことが

できる。 

５ 市長は、第１項の規定による協議に係る大規模行為が規則で定める規模

を超えるときは、審議会に報告し、意見を聴かなければならない。 

第５節 緑豊かな都市景観の形成 

（緑豊かな都市景観の形成） 

第３１条 市長、市民等及び事業者は、緑豊かな都市景観の形成を図るため、

木竹及び緑地の保全並びに育成に努めなければならない。 

第６節 一時的行為における景観配慮 

（自転車の放置による都市景観の阻害の排除） 

第３２条 自転車利用者は、道路、歩道、緑地帯、公園、駅その他の公共の

用に供する場所において、自転車をみだりに放置して都市景観を阻害しな

いように努めなければならない。 

（景観に配慮したあき地の管理） 

第３３条 現に人が使用していない土地（以下「あき地」という。）の所有

者等又は管理者は、あき地の景観が都市景観を阻害しないよう適切な管理

に努めなければならない。 

（美観の保持） 

第３４条 市民等及び外来者は、あき缶、あきビンその他のごみを適切に処

理し、都市の美観の保持に努めなければならない。 

（排出ごみの集積における景観配慮） 

第３５条 市民等及び事業者は、排出するごみの集積が都市景観に与える影

響を認識し、定められた排出方法により都市景観をできる限り損わないよ

うに努めなければならない。 

（その他の一時的行為における景観配慮） 

第３６条 次の各号に掲げる一時的な行為を行おうとする者は、都市景観に

配慮するように努めなければならない。 

（１） 建築物等の建設 



（２） 広告物の掲出 

（３） その他規則で定める一時的行為 

第３章 市民の景観形成活動 

第１節 景観形成市民団体 

（景観形成市民団体の認定） 

第３７条 市長は、一定の区域内において、都市景観の形成を図ることを目

的とする市民が組織する団体で、規則で定める要件を満たすものを景観形

成市民団体として認定することができる。 

２ 前項の規定による認定を受けようとする団体は、規則で定めるところに

より市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、景観形成市民団体が規則で定める要件に該当しなくなったと認

めるときは、当該認定を取り消すことができる。 

４ 市長は、景観形成市民団体を認定するとき、又は認定を取り消すときは、

あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 市長は、景観形成市民団体を認定したとき、又は認定を取り消したとき

は、その旨を告示しなければならない。 

第２節 景観協定 

（都市景観の形成に関する協定の締結） 

第３８条 一定の区域内に存する土地、建築物等又は広告物の所有者等は、

当該区域内における都市景観の形成に関する協定を締結することができる。 

（景観協定の認定） 

第３９条 市長は、前条の規定により締結された協定が優れた都市景観の形

成に寄与するもので、かつ、規則で定める要件を満たしていると認めると

きは、これを景観協定として認定することができる。 

２ 前条に規定する協定を締結した代表者（以下「代表者」という。）は、

景観協定の認定を受けようとするときは、規則で定めるところにより市長

に申請しなければならない。 

３ 代表者は、認定された景観協定を廃止したときは、速やかに市長に届け

出なければならない。 

４ 市長は、認定した景観協定が都市景観形成基本計画の趣旨に適合しなく

なったと認めるときは、当該景観協定の認定を取り消すことができる。 

５ 市長は、景観協定を認定するとき、又は認定を取り消すときは、あらか



じめ、審議会の意見を聴かなければならない。 

６ 市長は、景観協定を認定したとき、又は認定を取り消したときは、その

旨を告示しなければならない。 

７ 第２項、第５項及び前項の規定は、認定された景観協定の変更について

準用する。 

第４章 顕彰及び助成 

（顕彰） 

第４０条 市長は、優れた都市景観の形成に寄与していると認める建築物等

又はその他の物件について、その所有者、設計者及び施工者等を顕彰する

ことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、市長は、優れた都市景観の形成に貢献して

いると認められる個人又は団体の活動について、顕彰することができる。 

３ 市長は、前２項の規定により顕彰しようとするときは、あらかじめ、審

議会の意見を聴かなければならない。 

（助成） 

第４１条 市長は、第１１条第４項及び第１２条第５項に定めるもののほか、

都市景観の形成に著しく寄与すると認められる次の各号に掲げるものに対

して必要な技術的援助を行い、又はこれらに要する経費の一部を助成する

ことができる。 

（１） 第２１条第１項の規定により指定された重要景観資源の保存 

（２） 第３９条第１項の規定により認定された景観協定 

（３） その他市長が必要と認めた行為 

第５章 雑則 

（委任） 

第４２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事

項は、規則で定める。 

第６章 罰則 

（罰則） 

第４３条 第１５条第１項、第２２条若しくは第２６条第１項の規定による

届出をしなかった者又は虚偽の届出をした者は、１０万円以下の罰金に処

する。 

（両罰規定） 



第４４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、その

行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。ただし、第２６条から

第２９条までの規定は、平成１１年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例施行の際現に定められている国立市都市景観形成基本計画は、

第９条の規定によって定められたものとみなす。 

（国立市都市景観形成審議会条例の廃止） 

３ 国立市都市景観形成審議会条例（平成７年６月国立市条例第２２号）は、

廃止する。 

（国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和４９

年１１月国立市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４５号及び別表第２職名の欄中「都市景観形成審議会委員」を

「都市景観審議会委員」に改める。 

付 則（平成１７年３月３０日条例第１１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２０年９月２４日条例第２３号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年１１月１日から施行する。 

付 則（平成２４年１２月２６日条例第２８号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２７年３月３１日条例第１５号） 

この条例は、平成２７年５月１日から施行する。 

付 則（平成２８年９月３０日条例第３７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年１０月１日から施行する。 



 

 （経過措置） 

２ 改正後の第３０条の規定は、この条例の施行の日以後に国立市まちづく

り条例（平成２８年３月国立市条例第８号）第２１条第１項の規定による

届出を行う大規模行為について適用する。 

（国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和４９

年１１月国立市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第６４号を削り、第６５号を第６４号とし、第６６号から第７２

号までを１号ずつ繰り上げる。 

第４条中「第２条第１５号から第６９号まで」を「第２条第１５号から

第６８号まで」に改める。 

第５条第１項中「第２条第７０号から第７２号まで」を「第２条第６９

号から第７１号まで」に改める。 

別表第２中 

 「 

まちづくり審議会委員 〃  ９，１００円  

都市景観審議会委員 〃  ９，１００円  

                              」 

 「 

まちづくり審議会委員 〃  ９，１００円  

                              」 

改める。 

を 

に 


